
障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）（抄） 

（公共的施設のバリアフリー化） 

第１８条 国及び地方公共団体は、障害者の利用の便宜を図ることによつて障害者の

自立及び社会参加を支援するため、自ら設置する官公庁施設、交通施設その他の公

共的施設について、障害者が円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等

の計画的推進を図らなければならない。 

２ 交通施設その他の公共的施設を設置する事業者は、障害者の利用の便宜を図るこ

とによつて障害者の自立及び社会参加を支援するため、社会連帯の理念に基づき、

当該公共的施設について、障害者が円滑に利用できるような施設の構造及び設備の

整備等の計画的推進に努めなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、前二項の規定により行われる公共的施設の構造及び設備

の整備等が総合的かつ計画的に推進されるようにするため、必要な施策を講じなけ

ればならない。 

４ 国、地方公共団体及び公共的施設を設置する事業者は、自ら設置する公共的施設

を利用する障害者の補助を行う身体障害者補助犬の同伴について障害者の利用の

便宜を図らなければならない。 
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